
68 
  

令和2年度厚生労働科学研究費補助金（女性の健康の包括的支援対策研究事業） 
 

分担研究報告書 

 
女性の健康増進に関わる企業の取組みの調査 

 
分担研究者 遠藤 源樹 順天堂大学医学部公衆衛生学 准教授 

A. 研究目的 
 本研究の目的は、企業において、年齢、職種ごと

に必要な女性の健康支援施策の種類およびそれぞ

れの施策の実施状況、およびその成果を明らかに

することである。 
そのため、まず初めに「企業における不妊治療と就

労の両立支援制度・風土実態調査」の調査票を作

成する。次に、いくつかの企業に回答をお願いす

る。 
 
B. 研究方法  
1.調査票の作成 
1-1. 調査票の作成 
令和２年(2020 年)９月 北海道保健福祉部健康安

全局地域保健課がん対策係による「がんに関する実

態把握調査 ～企業におけるがん患者・がん経験者

の就労支援及びがん検診～ 調査結果」と「平成３０

年度 中小企業における母性健康管理に関する通

信調査 概要」の２つの調査票と、遠藤が企業調査

の際に作成した調査票を参考にして調査票を作成

した（参考１）。 
 
1-2. 調査項目 
 調査項目は女性の健康に関わるヘルスリテラシー

向上のための健康講座、妊娠・育児支援、がん検

診、がん治療と就労の両立支援、不妊治療と就労の

両立支援についての情報を包括的に得られる項目

を検討した。具体的には以下の項目を作成した。 
1) 事業所属性：業種 
2) 企業全体の社員数 

3) 事業場のある都道府県名、男女職員数、男女職

員数割合など 
4)女性の労働者のために開催している健康講座 
5)妊娠した女性労働者の休憩時間についての件数

と社内規定について 
6)妊娠中または出産後の症状等に対する措置と件

数および社内規定 
7)過去 5 年間の妊娠・出産した労働者の件数 
8)過去 5 年間の産前・産後休業を取得した労働者

の件数 
9)過去 5 年間の育休業を取得した労働者の件数 
10)育児休業に関する規定（子どもの年齢の上限 
など） 
11)がん検診（乳がん、子宮頚がん）の実施の有無と

内容、費用助成 
12)がん検診受診向上のための取り組み 
13)がん治療と就労、不妊治療と就労支援のための

各種休暇、時差出勤、短時間勤務制度 
14)女性の健康支援・就労支援の施策に関して、困

っていること(自由回答) 
15)女性の健康支援・就労支援の施策に関して、効

果が感じられたことや困っていること(自由回答) 
 
2. 調査の実施 
2-1. 調査対象と調査方法: インタビュー調査の同

意の得られた事業所の総務人事労務担当者に、10
月から 2 月に事業所を調査担当者と Web 調査に

て、女性の健康支援の内容についてのインタビュー

調査を行った。 
 

研究要旨：企業における女性労働者の支援の現状を把握するために調査票を作成した。 

また、３企業に対して WEB インタビューによる調査を行い、企業に調査票を配布し、１企業から

回答を得られた。 
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3.倫理面への配慮 
 調査対象企業宛てに、調査依頼書を郵送し、目

的、方法および倫理的配慮を書面で説明した。調査

票の記入に際して 10 分程度の時間を有すること、

回答してもらった内容は統計的に処理した後、書面

や学会等で公表することを記載した。 
 
C.研究結果 
1) 調査票を作成した(参考１) 
2) ブラザー工業株式会社、田辺三菱製薬株式会

社、パナソニックの 3 社に Web インタビュー調査を

行った。 
その結果、それぞれの企業において、女性のヘルス

リテラシー向上のための様々な講座が催され、工夫

がされていた。 
「妊娠・育児支援」においても 3 社全てで時差通勤

や勤務時間の短縮などの妊娠した女性労働者の休

憩時間について社内規定があることが認められた。 

また、トラブルのあった妊婦さんへの作業の制限や

勤務時間の短縮、休業など妊婦さんへの配慮・支援

がなされていた。 
 がん検診については、乳がん検診、子宮頸がん検

診は 3 社すべてにおいて実施されていた。従業員

のがん検診受診向上のための取り組みも 3 社すべ

てで実施されていることが示された。 
 がん治療と就労の両立支援、不妊治療と就労の両

立支援に関しても、3 社全てにおいて、フレックスタ

イム制度、短時間勤務制度、勤務日数削減制度な

どの制度が正社員に導入されていた。一方で、カム

バック制度については、他の制度を利用することで

不要と考えられ導入されていないことが分かった。 
 以上のことから、それぞれの企業で女性労働者の

ための支援が行われていることがうかがわれた。 
  令和 3 年度は、調査票を配布して、女性の健康

支援に関する大規模企業調査を実施する。
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